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ベトナムの枯葉剤被災者の生活 

―ホーチミン市クーチー県における事例調査に基づく一考察― 
 

寺本 実 

 

 はじめに 

 Ⅰ 枯葉剤とベトナム 

 Ⅱ ホーチミン市クーチー県における枯葉剤被災者の生活 

 おわりに―課題と提言―  

 

 はじめに 

 

継続的に経済成長を続ける現在のベトナムは「戦後」の復興過程にあると見ることができる。 

戦争による災禍は、同時代を生きる人々とともに、それ以後を生きる人々にも影響を与えずには

おかない。2020 年を目途に近代志向の工業国入りを目指し、工業化・近代化、国際参入を推し進

めるベトナムが経験したベトナム戦争も、その意味でまだ終わっていない。戦時に散布された枯

葉剤により、心身に異変をきたした枯葉剤被災者の問題もそのひとつである。被災者の数は約 480

万人にも達するという １

本稿は、ホーチミン市クーチー県で実施した、枯葉剤被災者の生活に関する事例調査に基づき、

上記課題について考察しようとするものである。本稿の構成は以下の通りである（表類は、本稿

末に掲載した）。まず I において、ベトナムで枯葉剤が散布されるに至った歴史的経緯を見る。

続くⅡでは 2010 年 11 月にホーチミン市クーチー県下の社（農村部における行政末端単位）で実

施した枯葉剤被災者の生活に関する事例調査に基づいて、枯葉剤被災者の生活について考察し、

最後にまとめと若干の提言を行うことにしたい。なお、本稿と類似の先行研究としては、中部ク

アンチ省の枯葉剤被災者の生活について考察した寺本[2012]があるが、寺本[2012]では政府（国家）

の枯葉剤被災者扶助制度の受給者を考察の対象としたのに対し、本稿に占める同制度受給者は

18.3%に止まる。 

。被災者の子ども（第 2 世代）への影響など世代を越えた被害、生態系

への影響といった未来への継続性をこの問題は持つ。しかし、枯葉剤被災者がどのような生活を

営んでいるのか、その生活がどのような要素によって成り立っているのかについて、未だ十分に

明らかにされていない。 
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I 枯葉剤とベトナム 

 

１．ベトナム民主共和国の樹立とフランスの再侵略 ２

ベトナムで枯葉剤がなぜ散布されるに至ったのか。それを理解するためには、歴史を少し遡ら

なければならない。第２次世界大戦末期、当時ベトナムを支配下においていた日本の敗北を契機

として、ベトナム共産党の前身であるインドシナ共産党の指導によりベトナム独立同盟（以下、

ベトミン）

 

３が全国蜂起し、1945 年 9 月 2 日にハノイのバーディン広場でホー・チ・ミン主席が

ベトナム民主共和国の独立を宣言する。同年９月中旬、７月のポツダム協定に基づき、日本軍の

武装解除を目的として、北緯 16 度線以南にイギリス軍 ４

 

、以北に中国国民党軍の進駐が開始され

た。旧宗主国フランスはイギリスの支持を得て復帰を目指した。解放されたフランス人捕虜兵ら

は 1945 年 9 月下旬に活動を開始し、同年 10 月上旬にフランスの増援部隊がサイゴン（現在のホ

ーチミン市）入りし、フランス側はイギリス軍の助けも得てベトミン掃討に着手する。そして、

1946 年 2 月までに北緯 16 度線以南の主要都市を制圧し、同年３月５日にはイギリス軍からフラ

ンス側に主権が移譲された。フランスは同３月下旬にコーチシナ共和国をサイゴンに樹立する。

ベトナム北部については、ベトナム民主共和国と初級協定を締結し、1946 年 3 月 6 日にベトナム

民主共和国をフランス連合内の自由国として承認する代わりに、北部への進駐を認めさせた。し

かし、コーチシナ共和国の樹立などのフランスによる南部分離工作を原因として、ベトナム民主

共和国とフランス側とのその後の交渉は不調に終わる。そこで、フランスは 1946 年 11 月 20 日に

ハイフォン、ランソンで侵攻を開始、後にハノイでも軍事行動に出る。この事態を受けて、ベト

ナム民主共和国側は 12 月 19 日に全国抗戦アピールを出し、第１次インドシナ戦争が本格化する

ことになった。 

２．アメリカによる関与の開始 ５

フランスが樹立したコーチシナ共和国は、1949 年 6 月のグエン朝最後の皇帝であるバオ・ダイ

を元首とするベトナム国の成立により、その 1 年前にフランスとバオ・ダイの間で締結された協

定に基づいてベトナム国に併合される。この時点でベトナム国は形式的にはベトナム全土を統一

することになった。1950 年１月、ソビエト連邦、国民党軍を破り 1949 年 10 月１日に成立した中

華人民共和国が、ベトナム民主共和国を承認する。これに対して、1950 年２月 7 日にアメリカは

フランスが支えるバオ・ダイのベトナム国を承認することを公にする。同年２月中旬、フランス

はインドシナにおける共産主義者の指導する反乱軍を討伐するためとして、輸送機、トラック、

装甲車、道路建設資材、通信設備などの軍需品の支援をアメリカに要請する。この動きを受けて、

同年５月、アメリカはフランス、インドシナ諸国に対して経済的、軍事的援助を供与することを

公約する。従来の「帝国主義、植民地支配に対するベトナム民族の独立をかけた戦い」に、東西

対立、すなわち、「資本主義国と共産主義国」間の支配権争いという要素が加えられることにな

り、以降、アメリカは西側（資本主義国側）の中心国として、フランスへの支援を開始、この地

域へのコミットメントを強化する

 

６。1954 年の段階で、フランスの戦費に占めるアメリカからの

支援の割合は既に７割超を占めるほどになっていた。しかし、フランス側は劣勢挽回を目指した

1954 年 3～5 月のディエンビエンフーの戦いで敗れる。1954 年 4 月 26 日から開始されていたジュ
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ネーブ会議において、同年 7 月 20 日、ベトナム民主共和国側とフランスは停戦の合意に達する。

アメリカとベトナム国は協定への調印を拒否したが、以降、北緯 17 度線を境にして北側にベトナ

ム民主共和国、南側にベトナム国が対峙する形となった。 

 

３．ベトナム戦争 ７

1954 年 7 月、アメリカの意を受けたバオ・ダイの要請に基づき、ゴ・ディン・ジエムがベトナ

ム国の首相に就任する。10 月には王制と共和制の政体を決める国民投票が実施され、ベトナム共

和国の樹立が決まり、初代大統領にゴ・ディン・ジエムが就任した。ジュネーブ協定締結の後、2

年後に統一選挙が実施される予定であったが、協定に調印しなかったアメリカとベトナム共和国

は実行しようとしなかった。 

 

ベトナム共和国はアジアの反共基地建設を目的とするアメリカからの支援を受けて体制を維持

していく。内政面では、ジエム・ベトナム共和国大統領は中部フエ出身で少数派のカトリック教

徒であったことから、政権中枢を親族で固め、その他の政府役職の大半にも北部から逃れてきた

カトリック教徒を起用した。土地改革の失敗 ８

1961 年１月、アメリカではジョン・F・ケネディ大統領が就任した。ケネディ政権は特殊戦争

戦略を採用し、戦闘へのアメリカ軍の直接投入は控え、軍事顧問、特殊部隊によるベトナム共和

国軍の支援に任務を限定した。とはいえ、1963年末までにアメリカからの支援軍人数は約 1万 5000

人に達していた。ベトナム共和国内では、1962 年に農民と共産ゲリラを分断するために農民を一

定地域に集める戦略村計画が開始された。 

により農村部において社会主義勢力が拡大するな

か、ジエム政権はベトナム民主共和国の工作によるものとしてアメリカから支援を引き出すとと

もに、都市部・農村部において共産分子の掃討を行った。1959 年 5 月 6 日には 10/59 法を制定し、

国内で反体制的な活動を行った者に対して不服申し立ての権利も認めぬまま軍事裁判所で死刑を

言い渡すことができるようにするなど、ジエム政権は力による反対分子の抑え込みに力を注ぐ。

こうした状況の下、1960 年 12 月 20 日、カンボジアと国境を接するタイニン省で南ベトナム解放

民族戦線が形成された。  

 

４．枯葉剤の散布へ 

豊富な雨量と年間を通じての高温により、ベトナム共和国の土地の８割以上は多雨林、モーン

スーン林、サバンナで覆われていた。具体的には、森林約 57％、草地・サバンナ 23%、沿岸マン

グローブ林 2％が占め、農地・市街地は 18%を占めるのみであった(Young［2009:59］)。1960 年

12 月には南ベトナム解放民族戦線が結成されるなど、ベトナム共和国内での解放勢力の活動が活

発化するなか、国内の主な空軍基地の周囲を覆い、解放勢力の拠点、戦闘員、物資輸送ルートが

潜むジャングルの存在は、アメリカ軍、ベトナム共和国軍にとって、大きな脅威となっていた。

ここで 1950 年代半ばにイギリスがマレーシアで初めて草木を枯らす化学物質を用いたことが対

応の参考とされた(Young［2009:62］)９。1961 年 8 月 10 日、中部高原地域コントゥム市社北部に

位置する国道 14 号線沿いにH34 ヘリコプターが最初の枯葉剤の散布を行った（Thong Tan Xa Viet 

Nam［2006:6］）。アメリカは、同年 10 月 13 日、ベトナム共和国から戦闘部隊の派遣要請を受

けた（小倉［1992］）。ケネディー大統領は、マクスウェル・タイラー軍事アドバイザーをベト
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ナムに派遣するなど対応策を模索する中で、同年 11 月 22 日に軍事支援の増強を決定する。そし

て、1961 年 11 月 30 日、ケネディ大統領はベトナム共和国における枯葉剤使用計画を承認する

（Thong Tan Xa Viet Nam［2006:6］）。1962 年１月７日、ベトナム共和国と同国軍の支援の下に、

アメリカ空軍は枯葉剤散布を実施するランチハンド作戦(Operation Ranch Hand)を開始した。アメ

リカ空軍による同作戦遂行は 1971 年 10 月 31 日まで続けられる １０。しかし、アメリカ軍による

作戦終了後もベトナム共和国軍によって枯葉剤の散布は継続された(Young［2009:3-4］)。散布地

域は、手元資料によれば表１の通りである。同表によれば、本稿で調査地としたホーチミン市に

おける散布面積は 530k㎡となっている １１

ベトナムで散布された枯葉剤の種類、量、使用年についてまとめたのが表２である。ひとくち

に枯葉剤といっても種類がある。枯葉剤は容量 208 リットルのドラム缶に入れられており、種類

を識別するため、ドラム缶にはピンク、グリーン、パープル、ブルー、オレンジ、ホワイト、ブ

ルーの色が帯状に塗られ、それが呼称とされた。グリーン剤、ピンク剤、オレンジ剤にはダイオ

キシン中でも最も毒性が強く、高い発癌性、催奇形性を持つ 2,3,7,8-TCDD（テトラクロロジベン

ゾ-P-ジオキシン）が含まれていた。なかでも、1965～1970 年に散布されたオレンジ剤は全枯葉剤

散布量の 58.4%を占める。 

。 

直接同剤を浴びた第 1 世代だけでなく、その子である第 2 世代、そして第 3 世代にまでもその

影響が及んでいると見られ、枯葉剤の問題は、戦後 35 年以上たった、本稿執筆現在においても、

ベトナムの人々を苦しめている １２

  

。 

http://www.ide.go.jp/�
http://www.ide.go.jp/�


 http://www.ide.go.jp 

http://www.ide.go.jp  Copyright (C) JETRO. All rights reserved. 
 
5 

Ⅱ ホーチミン市クーチー県における枯葉剤被災者の生活 

 

１．調査地と調査方法 

 本稿にかかる調査は 2010 年 11 月 2～6日にベトナム南部ホーチミン市クーチー県内の互いに隣

接する 4 つの社（農村部の末端行政単位）において実施した。調査地のクーチー県はホーチミン

市内北西に位置する。現在は稲作や落花生の生産、工業区、また、戦時に構築、使用された地下

トンネル、地下施設をめぐる観光で著名な地である。クーチーでは 1930 年 2 月 4 日に共産党支部

が設立され、フランス植民地支配当時から人々は外国による支配に抗する戦いを経験してきた（ク

ーチー県ホームページ）。抗戦のための地下トンネルは、最初のものは 1948 年に今回の調査行政

村に含まれているタン・フー・チュン（Tan Phu Trung）社、フゥォック・ヴィン・アン(Phuoc Vinh  

An)社において、武器や資料を隠し、活動家が身をひそめるために作られたものが最初という。南

ベトナム解放民族戦線は、1960 年 12 月 20 日にクーチー県の隣りに位置するタイニン省チャウタ

イン県で設立された。べトナム戦争では、1961～1965 年にクーチーのゲリラ闘争が著しく強化さ

れ、南ベトナム解放民族戦線の強固な抵抗拠点のひとつとなった １３

なお、今回の調査の実施に際しては、ベトナム研究機関、ホーチミン市ベトナム枯葉剤/ダイオ

キシン被災者の会、クーチー県ベトナム枯葉剤／ダイオキシン被災者の会のご協力を得た

。戦争中、クーチーの地下ト

ンネルの建設はさらに強化され、全長 200kmを超える、会議室など、地下施設を備えた強固な要

塞となった。アメリカ軍は先端兵器をこの地域での戦闘に投入したが、本稿の主題である枯葉剤

についても、この地域に散布した(Ho Si Thanh [2007:8-12])。 

１４

調査の手法は調査票に基づく各家庭直接訪問調査であり、訪問戸総数は 15 戸、調査対象数 15

人である。調査票は、(１)生年月日など一般的事項、(２)枯葉剤被災者扶助にかかわる事項、(３)

調査対象者の生活と外部環境とのかかわりについての事項、の 3 つの大枠により構成した。実際

の調査に際しては、調査側は筆者とベトナム研究機関研究員 1 人の計 2 人で構成し、クーチー県

枯葉剤被災者・ダイオキシンの会の職員 1 人と、訪問する社の人民委員会担当幹部が、紹介役、

案内役として同行した

。 

１５

  

。 

２．調査結果 

ここでは、今回用いた調査票の構成に従い、(１)一般的事項、(２)枯葉剤被災者支援にかかわる

事項、(３)調査対象者の生活と外部環境とのかかわり、の順に調査結果に基づいて考察することに

したい。なお、以下で記す調査対象者の年齢は調査時点のものである。 

 

 (１)一般的事項 
まず今回の調査対象者の全般的な状況について理解するため、ここでは①生年分布、戦争参加

の有無、性別、②家族構成員数と世代状況、枯葉剤被災の経緯、応答者、③枯葉剤被災による心

身への影響、④通学経験と仕事の有無、⑤望んでいること・心配していること、⑥政府(中央、地

方)に対する要求、⑦社会（親類、隣近所）に対する要求、の 7 つの項目に関わる調査事項につい

て見ていくことにしたい。  

  

http://www.ide.go.jp/�
http://www.ide.go.jp/�


 http://www.ide.go.jp 

http://www.ide.go.jp  Copyright (C) JETRO. All rights reserved. 
 
6 

①生年分布、戦争参加の有無、性別 

今回の調査対象者においては、戦時中に生まれた人は 1 人で、残り 14 人すべてが戦後生まれで

あった（表３参照）。調査対象者の平均年齢は調査時点で約 20 歳、年齢幅は 2 歳～39 歳であっ

た １６

戦争参加の有無については、生年分布が示唆するように、今回の調査対象者の中には戦争参加

の経験がある人はいなかった。性別については、女性 6 人、男性 9 人であった。 

。戦時中に生まれた男性は 1971 年生まれで、父親が南ベトナム側の兵として 1968～1971 年

に南ベトナム当時のソンベー省（現在のビンズオン省、ビンフォック省）で戦闘に参加した。母

親はロンアン省出身とのことであった。両親は既にこの世にない。 

 

②家族構成員数と世代状況、枯葉剤被災の経緯、応答者 

 まず調査対象者家族の構成員数と世代状況について見る(表４参照)。構成員数については 2～5

人の幅で、平均約 3.3 人となった。最も多いのが 3 人世帯で 9 戸存在し、続いて多いのが 4 人世

帯の４戸であった。世代については、2 つの世代で構成される家族が 13 戸とほとんどを占めた。

この中には祖母と孫という組み合わせが 1 例含まれる １７

枯葉剤被災の経緯（複数回答）については、直接被災者の可能性がある人が 1 人いた(表５参照)。

同女性は 25 歳で背中に奇形が見られ、6 歳時に発症した。母親は、間接被災かもしれないが、汚

染地での生活が直接の原因になった可能性もあるとしている。 

。後で見るように、調査対象者 15 人中、

調査時点で政府からの扶助金受給を含めて何らかの収入のある人は 6 人に限られる。日常のケア

だけでなく、経済的側面でも、被災者が直面する日常の諸課題を、わずかな人数で構成される家

族を中心にして処理している状況が浮かび上がる。 

間接被災者については、可能性も含めると調査対象者全員が間接被災者であるか、もしくはそ

の可能性がある。中には、祖父母の枯葉剤被災に起因する第 3 世代被災者の可能性がある人が 5

人含まれる。執筆現在、第 3 世代については枯葉剤被災者扶助制度の対象外となっているが、こ

うした対象にも制度を適用する時期が来ているのではないかと考えられる。なお、原因が「分か

らない」とした１ケースについては、両親、祖父母ともに戦争に不参加であるが、皆ホーチミン

市クーチー県出身である。 

応答者（複数回答）については、本人が応答したケースは 2 人に止まる。これは心身の状況に

より、質問に応答することが困難なケースが大半を占めたことに起因する。他方、親が応答した

ケースが 12 人と大半を占め、このうち両親のケースが 3 人、母親のケース 6 人、父親のケースが

3 人であった。その他、両親が死去し、親代わりに祖母が応答したケース 1 例、インタビューに

兄が同席したケースが 2 例あった。生活において、親が中心となって調査対象者をケアしている

ケースが大半であることを、この結果は示唆していると考えられる。 

 

③枯葉剤被災による心身への影響 

枯葉剤被災による心身への影響については（複数回答）、肢体 10 人、精神・神経 13 人、言語

10 人、知的 10 人、聴覚 5 人、視覚 4 人となった(表６参照)。寝たきりの人が 3 人含まれる。複合

的な形で心身に影響を受けている人が 12 人おり、多くの人が重複して障害を持つ。単独障害のケ

ースでは、肢体 2 人、精神・神経 1 人という状況になっている。 
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④通学経験と仕事の有無 

次に通学経験と仕事について見る。まず通学経験については、通学経験のある人が 5 人、通学

経験のない人が 10 人であった。通学経験がある 5 人のうち、3 人は地元の障害者学校に通学し、

このうち 1 人は現役学生であった。なお 2 人のうち、1 人は通学が認められる年齢まで在籍した

が １８、1 人は「経済的問題」と「学校に連れていく人がいない」という理由で、途中退学した。

非障害者も通う学校への通学経験者は 2 人で、1 人は小学校に 4 年間在籍し、１度も進級できず

に退学した。「学習できなかった」ことが理由である。残る 1 人は師範中学（trung hoc su pham）１９

まで卒業した。通学経験のない 10 人のうち、6 人から理由を聞くことができたが、理由（以下、

複数回答）としては「通学すること、学習することが状況的に容易でない」4 人、「病気」1 人、

「コンプレックスを感じる」1 人、「受け入れてもらえない」1 人、となっている ２０

仕事については、13 人が無職であった。この人たちは心身の状況により、日常の役割も持てて

いない。残る 2 人は竹の手工芸品作りに携わっていた

。 

２１

以上の状況に鑑み、当該個人が家の外に出て日中過ごすことができるデイケア施設、当該個人

の可能性を見いだして伸ばしていくような施設が設けられることになれば、当該個人とその家族

の日常生活にとって、有益なのではないかと考えられる。 

。そのうち 1 人は 25 歳の女性、残る 1

人は 29 歳の男性であったが、前者は通学経験がなく、後者は小学校 1 年に 4 年間通学したが、進

級できないまま退学している。 

 

⑤望んでいること・心配していること 

 ここでは調査対象者が「望んでいること」、「心配していること」、について見る。まず今後

「望んでいること」（複数回答）については(表７参照)、「支援」を求める声が大半であった。特

に金銭に関わる「支援」を求める人が 11 人で大半を占める。その使途の内訳（複数回答）は、「医

療・健康」3 人、「生活」1 人、「飲食」1 人、「家の建設」1 人、そして直接的に「金銭・経済

支援」に言及したケースが 5 人であった。「金銭、経済支援」が最も多い背景の根底には、経済

的な条件が整って初めて日常的な必要を満たすことができるという認識があると考えられる。そ

の他の応答は、「社会への参入」1 人、「生活保全」1 人、「職業訓練」1 人となっている。 

 次に、「心配していること」（複数回答）についてであるが（表８参照）、「将来」6 人、「経

済」5 人、「ケア」5 人、続いて「病気・健康」3 人、「劣等感」1 人、「飲食」1 人、「心配が

多すぎる」1 人、となっている。3 分の 1 以上の人が、将来に対する不安感を持ち、生活の基盤を

支える経済的状況、被災者の日常を支えるケアの問題を憂えていることが分かる。当該被災者を

含めた家族を対象とする経済支援策の整備と着実な実行、「ケア」のサポートとその技術に関す

る知識の普及、デイケア施設の整備と充実を図ることが、肝要ではないかと考えられる。 

 

 ⑥政府（中央、地方）に対する要求 

 ここでは、調査対象者とその家族が中央政府、地方政府に何を求めているのかについて見るこ

とにしたい。 

 まず中央政府に対する要求については（表９参照）、金銭に関わる事項が 12 人と大半を占めた。

その使途に関連しては、医療・健康 2 人、ケアに関わる支援 2 人、家の修理 2 人、飲食 1 人、目
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的を明示しないで金銭・経済そのものに言及するケース 8 人となっている。この他には、「養護

センターへの入所」を挙げる人が 1 人いた。同ケースは、1962～1975 年にソンベー省（現在のビ

ンズオン省、ビンフォック省）で北ベトナム側兵士としてベトナム戦争に参加し、戦後は公安で

働いた父親とその子どもの 2 人家族であった。同子息は、身体、精神・神経、知的、視覚、聴覚、

言語に障害がある。具体的には、父親は「年老いてケアが難しくなった際には、息子を養護施設

に入所させてほしい」と要望している。なお、中央政府に対する要求を「なし」とするケースは

2 つあった。 

 次に、地方政府に対する要求について見ることにしたい（表 10 参照）。地方政府に対する要求

においても、金銭に関わる事項が最も多く、9 人が該当した。その使途については、ケアに関わ

るもの 2 人、医療・健康 1 人、飲食 1 人、家の修理 1 人、目的を明示しないで金銭・経済そのも

のに言及するケース 5 人となっている。最後に、地方政府に対する要求を「なし」とするケース

は対中央政府の 2 人から 3 人増えて 5 人となった。先に中央政府に対する要求として、自身の老

後に「息子の養護施設入所」を希望した父親は、地方政府に対する要求は「なし」とした。調査

には当該の社の担当職員も同行しており、遠慮をした可能性もある。 

 まとめると、中央政府・地方政府それぞれに対する要求については、金銭に関わる事項が多く

を占めることが明らかとなった。要求項目種についてもケアに関わるもの、医療・健康、家の修

理、金銭・経済にのみ言及するもの、とほぼ共通している。金銭・経済に関わる要求が最も多い

背景には、経済的な条件が整えられることが日常の必要を満たすための基本的な条件になるとの

認識があると考えられる。 

 

⑦社会（親類、隣近所）に対する要求 

 次に「社会」に対する要求について見る(表 11 参照)。「社会」についてはさまざまな定義があ

ろうが、ここでは親類、隣近所の人たちに対して何を求めたいのかを聞いた。 

 まず親類に対する要求（複数回答）について、最も多いのが「なし」との応答で 9 人を数えた。

その後「支援」4 人、「訪問」2 人と続く。親類に対する要求を「なし」とした人の判断理由につ

いては、「誰もが貧しいから」3 人、「多くが亡くなった」１人、「分からない」１人、理由を

述べなかった人が 4 人となった ２２。「支援」とした 4 人のうち 3 人は金銭的な支援に言及してい

る。「訪問」、「関心を持ってほしい」といった応答の背景には、それだけでも救われるという

思いがあるのではないかと考えられる ２３

 「隣近所」に対する要求（複数回答）については、「なし」が 14 人で調査対象者のほぼすべて

を占めた。残る１人は母親によるもので、「自身の死後の娘のケア」と「精神的な支援・サポー

ト」を求めている。要求「なし」とした人たちの理由については、「皆いい人たち」、「非常に

優しい」、「（関係が）良好」というように、現状に満足しているために、これ以上求めるもの

はないとした人が 3 人、「誰もが貧しいから」1 人、「1 人でいるのが好き」1 人、理由を挙げな

かった人が 8 人となった。日頃の交流の中で時に助け合い、それほど楽ではない暮らし向きを互

いに理解する中で、隣近所の人たちに何かを望むことは憚られるというのが、おおよその状況で

はないかと考えられる。「1 人でいるのが好き」とした調査当時 39 歳の寝たきりの男性は、訪問

した際、平屋の家の入口近くに据えられた、段ボール紙が敷かれた木製ベッドで寝ていた。近く

。 
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に住む長兄は途中まで同席したが仕事で場を離れ、同居する 2 人の兄と妹は外出していた。排便

の際に誰もいなければ、這って家の奥にあるトイレまで行くとのことだった ２４

先に⑥で取り上げた政府（中央・地方）に対する要求と社会（親類・隣近所）に対する要求を

比較してみると、政府に対してはほとんどの人が要求事項を挙げたのに対し、社会に対しては要

求事項を挙げない人が多数を占めた。また、要求内容については、政府に対しては金銭、経済面

など物質的な事項がほとんどを占めたのに対して、社会に対しては、「訪問」、「関心」、「ケ

ア」など金銭で置き換えることが容易ではない事項が主となっている

。 

２５

 

。 

(２)枯葉剤被災者支援にかかわる事項  

次に、枯葉剤被災者扶助にかかわる調査結果について考察する。ここでは、①世代、政府の支

援制度受給の有無と受給開始時期、②制度の受給状況、③政府の支援制度の変化、④政府の支援

制度に対する評価、⑤政府以外の主体による支援、⑥枯葉剤被災者にとって被災者支援策の中で

最も重要な領域、⑦枯葉剤被災者を取り巻く主体の役割、以上 7 つの項目について、調査対象者

15 人の状況を考察することにしたい。主な考察の対象となる政府の支援制度とは、調査対象者の

心身の状態に起因して受給できる制度である。特にここでは、調査時点で調査対象者が受給して

いた制度が対象となる。具体的には、2005 年に制定された革命功労者優遇法令に基づく制度（以

下、枯葉剤被災者扶助制度）２６と「社会扶助対象支援政策に関する 2007 年 4 月 13 日の政府議定

67」を 2010 年 2 月 27 日に修正、補充した政府議定 13（以下、修正政府議定 67）２７を指す。前

者は革命への功労者を対象とするもので、政府に認定された枯葉剤被災者に対する支援策であり、

ベトナム戦争中に北ベトナム政府軍に従軍した側の人たちが対象である。他方、後者は重度の障

害者を扶助の対象に含む一般社会扶助政策であり、正式に枯葉剤被災者として認定されてはいな

いが枯葉剤被災者である可能性がある人、革命功労者優遇法令の対象とはならない第 3 世代（後

述）、ベトナム戦争中にベトナム共和国軍に参加した人とその子どもが、重度の障害者のカテゴ

リーで適用される可能性がある ２８。なお、ベトナム枯葉剤/ダイオキシン被災者の会を通した支

援については、同組織は政府・党と協力して、政府施策に沿って行動する「公的機関」と位置付

けることは可能である。しかし、本稿で「政府」という場合には、同組織を含めて考察していな

い ２９

  

。 

①世代、政府の支援制度受給の有無と受給開始時期 

 まず世代について見る。枯葉剤への直接被災者は第 1 世代、父母を通して被災した人は第 2 世

代、祖父母を通して被災した人は第 3 世代と呼ばれる ３０。調査対象者の内訳は、第 2 世代 8 人、

第 3 世代 3 人、不確かもしくは不明 4 人(内訳は第 2 世代もしくは第 3 世代 1 人、第 1 世代もしく

は第 2 世代 1 人、不明 2 人。不明者のうち 1 人は第 3 世代の可能性)となった。間接被災者もしく

は間接被災の可能性を否定できない人がすべてを占めたのは、調査対象者の中に戦争参加者が１

人もいないことによる。不明とする人が 4 人含まれることについては、枯葉剤被災者の被災原因

を特定することの困難さに起因するものである。調査対象者における政府の支援制度受給者は 5

人である。内訳は、枯葉剤被災者扶助制度受給者が 2 人、修正政府議定 67 受給者が 3 人となって

いる。 
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受給開始時期については 2003 年末から 1 人（枯葉剤被災者扶助制度受給者）、2007 年から 1

人(修正政府議定 67 受給者)、2008 年から２人(枯葉剤被災者扶助制度受給者 1 人、修正政府議定

67 受給者 1 人)、「覚えていない」（修正政府議定 67 受給者）1 人であった。 

  

②政府の支援制度の受給状況 

 ここで中心的に見るのは、調査対象者の心身の状態に起因して受給する制度である。具体的に

は以下の 5 項目、すなわち、(a)扶助金、(b)医療保険、(c)資金借入、(d)教育分野の補助、(e)補装具、

について考察する。 

 

 (a)扶助金 

 調査対象者 15人の中で政府の支援制度により扶助金を受給している調査対象者は 5人であった。

5 人のうち、枯葉剤被災者扶助制度に依拠した受給者は 2 人、修正政府議定 67 に依拠した受給者

は 3 人である。枯葉剤被災者扶助制度に基づく受給者 2 人は、ともに父親が北ベトナム政府側で

ベトナム戦争に参加した。他方、修正政府議定 67 に基づく扶助金受給者 3 人のうち 2 人の父親は、

ベトナム共和国軍に参加した人たちであった。また、扶助額の大きさからみれば、枯葉剤被災者

扶助制度＞政府議定 67 という関係にある ３１

 

。 

 (b)医療保険 

 医療保険については、枯葉剤被災者扶助制度に依拠した受給者は 2 人、修正政府議定 67 に依拠

した受給者は 2 人で、調査対象者の心身の状態に起因して受給する政府制度に基づく受給者は計

4 人であった ３２。また、政府による貧困戸扶助制度 6 人 ３３、6 歳未満の子どもへの医療保険支給

制度による受給者は 1 人であり、単に政府関連制度という括り方をすれば、計 11 人が該当する。

それ以外の形で医療保険証を取得した 3 人については、自主的に購入したケース 2 人、 ベトナム

枯葉剤／ダイオキシン被災者の会の制度 1 人となっている。調査対象者中、医療保険証を持って

いなかった 1 人については、8 歳の少年であり、父方祖父、母方祖父がベトナム戦争時に南ベト

ナム側について戦ったという家庭に育った。父親は、土地を工業区に売却し、多額の所得を得た

ために、国家扶助制度の適用対象から外れてしまったと説明している ３４

 

。 

(c)資金借入 

資金借入については、調査対象者のうち、調査時点で政府系金融機関から資金を借り入れてい

た例が 2 ケース、借り入れを行っていない例が 13 ケースであった ３５。ただし、政府系金融機関

から借り入れを行っていた 2 ケースはともに枯葉剤被災者扶助制度、修正政府議定 67 に基づく借

り入れではないとのことであった。なお、借り入れを行っていた 2 人のうち 1 人は、医療保険証

を得る以前に、薬を購入するために社会政策銀行から 700 万ドンを借り入れた ３６。残る 1 人は、

土地購入、家の修理・建設のために社会政策銀行から 700 万ドン、農業・農村開発銀行から 1500

万ドンを借り入れていた ３７

 

。 
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(d)教育分野の補助 

教育に関連しては、調査時点で政府から何らかの支援を受けている人はいなかった。背景には、

調査対象者の学習・通学の困難などの理由があると考えられる ３８

 

。 

(e)補装具 

補装具については、政府からの支給を受けている人はいなかった。 

 

③政府（国家）の支援制度の変化について 

ここで考察の対象とするのは、調査対象者の心身の状況に付随する政府の制度を受給する 5 人

となる ３９。具体的には、枯葉剤被災者扶助制度受給者 2 人、修正政府議定 67 制度受給者 3 人で

ある。応答の内訳は、「かなりよくなった」1 人、「まあまあ」2 人、「十分でない」1 人、「比

較できない」1 人、となっている。得られた応答から、5 人中 3 人が肯定的な評価をしていると見

ることができる。「かなりよくなった」とした１人については、以前は制度の適用を受けること

ができなかったのに対して、現在は支援を受けられているということが応答の背景にある。「ま

あまあ」とした 2 人については、1 人は「金額が多くないため」、残る１人は「生活ができるか

ら」との理由を挙げている。やや消極的なコメントと肯定的なコメントに分かれたが、評価とし

てはともに是として受け入れている。これら支援制度の変化の方向について肯定的な判断をした

3 人のうち 2 人は、枯葉剤被災者扶助制度を受給している。枯葉剤被災者扶助制度の扶助額は、

修正政府議定 67 制度に基づく扶助額よりも支給額が高く設定されていることも、理由のひとつだ

と考えられる ４０。他方、「十分でない」とした１人は修正政府議定 67 の適用を受けている人で

「食べるのに十分ではない」としている。この人は寝たきりの男性でインタビュー時にもお腹を

すかせていた ４１

 

。 

④政府（国家）支援制度に対する評価 

考察の対象となるのは、上記③で見た調査対象者の心身の状況に付随する政府の制度を受給す

る 5 人である。そのうち枯葉剤被災者扶助制度受給者 2 人、修正政府議定 67 制度受給者 2 人から

応答を得た ４２

 

。応答の内訳は、「大きな助けとなる」3 人、「普通に助けとなる」1 人である。

応答した 4 人全員が肯定的に評価をしている。判断理由として挙げられたのは、「貧困家庭であ

り、金額はともかく助けとなる」1 人、「以前は受給していなかった」2 人、「お金がもらえる」

1 人、であった。総合的に見ると、享受する扶助の大きさは別として、それぞれの対象が何らか

の支援（特に金銭）を得ることができるだけで助かるという状況下にあることが、一つの背景と

してあると考えられる。 

⑤枯葉剤被災者にとって被災者支援策の中で最も重要な領域 

 枯葉剤被災者あるいはその家族が重視する支援策の領域については、表 12 にまとめた通りであ

る。「最も重視する領域は」という質問を行ったが、結果として複数回答となった。応答の内訳

は、「経済」が最も多く 11 人、続く「医療」が 5 人、「補助具」1 人、「すべてが必要」1 人、

「対象により変化」1 人、「分からない」1 人となった。「経済」を重視すると答えた 11 人の応
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答理由は（複数回答）、「生活のため」7 人、「ケアのため」3 人、「医療のため」1 人、「そう

望むため」1 人、となっている。経済的な条件が整ってはじめて暮らしの中の諸事が行われ得る

との生活実感が、背景にあると考えられる。 

 

⑥政府自体以外の主体による支援  

ここでは、政府以外の支援主体について見る。過去、現在を合わせ、政府以外の主体から何ら

かの支援を受けたことがあるケースは調査対象者 15 人中 12 人であった。先に見た心身の状況に

起因して政府制度を受給中の 5 人のうち、4 人もこの 12 人の中に入っている。 

調査時点で、扶助金などの継続的支援を政府以外の主体から受給中であったのは、2 ケースあ

った。ひとつは、1962～1975 年にソンベー省（現在のビンズオン省、ビンフォック省）で北ベト

ナム側兵士としてベトナム戦争に参加し、戦後は公安で働いた父親とその子どもの 2 人家族であ

った。調査対象とした子どもは、身体、精神・神経、知的、視覚、聴覚、言語に障害があったが、

月額 20 万ドンの扶助金を地元のマットレス生産企業から得ていた。残るひとつは、クーチーの障

害者学校に通学中で、難聴などの障害を持つ 10 歳の少年のケースで、医療保険、学費の納入支援

をクーチー県枯葉剤／ダイオキシン被災者の会から受けていた。これに加え、ウサギの飼育事業

の起業資金の支援を受けるための申請手続き中とのことだった。他方、調査時点では打ち切られ

ていたが、過去にこうした支援を受けていたケースは 4 ケース確認された。内訳は、オランダの

NGO 組織からの扶助金 3 人、ドイツ人（個人）からの扶助金 1 人、である。 

次に、継続的支援というよりも一過性という性質を含む寄贈については、応答に即して記せ

ば ４３、赤十字や韓国企業からの車イスの寄贈、路上で偶然あった越僑からの車イス寄贈、ベトナ

ム・フランス友誼組織からの牛の寄贈 ４４

 政府以外の主体による支援で注意が必要なことは、持続性の問題である。たとえば先に挙げた

オランダの NGO 組織は扶助金を被災者に支給していたが、この扶助金支給プログラムは調査時点

で調査時にはすでに終了していた。ドイツ人慈善家による扶助金の支給も同様である。したがっ

て持続性という観点から見ると、こうした政府以外の組織による支援は弱い部分があると考えら

れる。 

、などが確認された。また、先に述べたドイツ人から扶

助金を受給していた人は、同ドイツ人から家の備品の寄贈も受けていた。 

 

⑦枯葉剤被災者を取り巻く主体の役割 

 次に、枯葉剤被災者の生活を取り巻く主体それぞれの役割について考察する。調査対象者に対

し、(a)政府（国家）、(b)家族、(c)隣近所、(d)親戚、(e)友人、(f)ベトナム枯葉剤/ダイオキシン被

災者の会、以上 6 つの主体の役割について聞いた結果をまとめたのが、表 13 である。以下、それ

ぞれ見ていくことにしたい。 

 

(a)政府（国家） 

政府（国家）の役割については、「訪問」が 8 人で最多であった。社の人民委員会による毎年

恒例のテト(旧正月)の日の訪問などの印象が強いことが要因かもしれない ４５。また、政府（国家）

の役割の特徴としては、「経済」、「医療」、「補装具」といった部門で役割を持つという応答
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が、他の主体に対するのと比べて、最も多かったことが挙げられる。金銭、補装具など、物質的

支援の供給に関わる部門で支援を被災者に提供し得る中心的主体は、政府（国家）であるとの調

査対象者の認識が、背景にあると考えられる。 

 

(b)家族 

家族の役割としては、「ケア」との応答が 12 人であった。他の主体の役割について、「ケア」

を挙げた例は見られなかった。「ケア」の役割が家族に集中していることが分かる。持続的に被

災者の「ケア」を行うためには、経済的要件もやはり整っていなくてはならない。被災者支援の

みならず、その家族も射程に入れ、ケアにおける負担の軽減を図るとともに、それを支える経済

的要件の整備についても配慮が必要な状況にある。 

 

(c)隣近所 

調査対象者宅の隣近所に住む人たちの役割については、「訪問」が 10 人と他の主体と比べても

最多となった。役割を「なし」とする人も 3 人いた。しかし、インタビューで調査対象者宅を訪

問中、無料で乳飲料を届けにきた人がいた。また、近所の人にお金を借りることがあるという人

も 1 人確認している。 

 

(d)親戚 

親戚の役割については、「訪問」が 8 人で最多となった。親戚という要素については、近くに

住んでいるかどうかという点も影響するが、今回の調査では経済的支援を受けるケース、「関心・

気持ち」、「動員」と応答したケースは、先に見た隣近所を上回っている。 

 

(e)友人 

友人の役割については、「遊び」が 2 人、「訪問」は 1 人、「友人がいない」が 8 人、「役な

し」が 4 人となった。友人の役割を「なし」とした人の中には寝たきりの人も含まれており、「友

人がいない」ケースは実際にはもう少し多いと予想される。 

 

(f)ベトナム枯葉剤/ダイオキシン被災者の会 

枯葉剤被災者の支援を目的とする政治社会組織であるベトナム枯葉剤/ダイオキシン被災者の

会の役割についても、「訪問」が 8 人で最多となった。後は「寄贈」5 人、「経済」4 人、「医療」

2 人、「補助具」2 人と続く。属性については曖昧な部分も残されるが、政府とともに、被災者支

援を実施するいわば公的な存在であり、国内外の支援主体の支援活動と被災者をつなぐ役割をも

担っていることが、「寄贈」5 人、「経済」4 人という応答の多さの背景にあると考えられる。 

最後にまとめておきたい。政府（国家）、隣近所、親戚、ベトナム枯葉剤/被災者の会という 4

つの主体の役割について、「訪問」が最も多い応答事項となったことは何を意味しているのか。

調査対象者とその家族の生活上の認識において、これら支援主体の役割、位置づけがそれほど高

くないことを意味しているものと考えられる。交流はあるものの、実質的な支援については、ま

だそれほど享受しえていないという認識があるのではないかと考えられる。家族の役割について、
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「ケア」が圧倒的に多数を占めたことと考え合わせると、経済面も含めて、家族が調査対象者の

生活を支える主力になっているものと考えられる。 

 

 (３)調査対象者の生活と外部環境とのかかわり 
次に、調査対象者とその生活を取り巻く環境とのかかわりについて考察する。ここでは、調査

対象者が日々の生活でどのような問題に直面し、どのように対処しているのかを見ることを通し

て、調査対象者とその生活における外部環境とのかかわりについて考察する。具体的には、①日

常生活上の諸困難の有無とそれに対する対処法、②制度環境、③経済環境、④居住地域の環境、

という 4 つの観点から考察することにしたい。 

 

①日常生活上の諸困難の有無とそれに対する対処法 

この項目について考察するにあたり、次の 5 項目について調査対象者に聞いた。(a)人民委員会

に行く際の困難の有無と対処法、(b)学校に行く際の困難の有無と対処法、(c)職業技術を学びに行

く際の困難の有無と対処法、(d)受診に行く際の困難の有無と対処法、(e)家で過ごしている際の困

難の有無と対処法、である。以下、それぞれ考察することにしたい。 

 

(a)人民委員会に行く際の困難の有無と対処法 

ベトナムの人々が政府（国家）の支援制度を享受するためには、自身が居住する末端行政単位

の人民委員会に行き、手続きをする必要がある ４６。人民委員会に行く際の困難の有無については、

15 人の調査対象者全員が「困難なし」との応答であった。背景には、周囲の人の働きがある。す

なわち、人民委員会の担当者が自宅に来てくれる、よく対応してくれるという例が３ケース、も

しくは父、母、姉、兄、妹など家族が本人の代わりに人民委員会に行き、手続きをしているとい

う例を 9 ケース確認した ４７

 

。家族や人民委員会の担当者が、調査対象者本人に代わって対処する

ことで、必要事項を処理しているのである。なお、家族のなかでは親が対処するという例が７ケ

ース確認されており、親が中心的な役割を果たしている。 

(b)学校に行く際の困難の有無と対処法 

学校に「通学した」、「通学している」という例を 5 ケース確認した。具体的には、師範中学

（小学校の先生を育成）を卒業した 28 歳の女性、クーチーの障害者学校に通学した 19 歳の女性、

クーチーの障害者学校に通学したが退学した 15 歳の女性、クーチーの障害者学校に通学中の 10

歳の少年、小学校に通学したものの退学した 29 歳の男性、以上 5 人である。 

１人目の、師範中学を卒業した 28 歳の女性は、政府の枯葉剤被災者扶助制度を受給している。

通学時の困難としては、「健康問題」と「差別」があった。「体が弱いから休むように」と先生

に言われたという。こうした問題について、「気にしないように努めること」、「母に助けを求

めること」で対処した。2 人目のクーチーの障害者学校に通学した 19 歳の女性は、13 歳から通学

し始め、4 年間在籍した ４８。困難としては「移動手段」と「学費」の問題があった。前者につい

ては家族が自転車で連れていくことで対処し、後者についても家族が「努力して克服」している。

3人目のクーチーの障害者学校に通学したが退学した 15歳の女性は、10歳の時に通学し始めたが、
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「学費の問題」、「両親が亡くなっており、学校に連れていく人がいない」という問題に直面し、

退学した。4 人目のクーチーの障害者学校に通学中であった 10 歳の難聴などの障害を持つ少年は、

「学費の問題」、「（少年が少し大柄なため）両親がバイクで同少年を学校に連れていく際、体

を抑えるのが大変」などの問題がある。両親は当初「解決のために努力している」とだけ述べて

いたが、話を伺う過程で 2002～2008 年は自力で学費を納め、2009 年以降はベトナム枯葉剤／ダ

イオキシン被災者の会からの学費支援を受けていることが分かった ４９

 

。5 人目の、小学校に通学

したが退学した経験を持つ 29歳の男性は、小学校１年のクラスに 4年間通学した。困難としては、

「授業についていけない」ことがあり、10 歳の時に退学している。 

 (c)職業技術を学びに行く際の困難の有無と対処法 

 調査対象者のうち、1 人だけが民間の裁縫学校（教室）に１年間通った経験を持つ。残る 14 人

はそうした経験を持たない。調査対象者中２人が手工芸に従事していたが、この 2 人は家族から

作業を学んだ ５０

 

。裁縫学校（教室）に通った 28 歳の女性が困難として挙げたのは「教師による

差別」で、「教えたくない」と言われたという。同女性はこうした困難に対し、「気にしないよ

うに」努めることで対処したと述べた。 

(d)受診に行く際の困難の有無と対処法 

病気の診療・治療に行く際に「困難がある」とした人は 9 人、「困難なし」とした人は 6 人で

あった。困難の種類については（複数回答）、「移動手段、移動に関わる事項」が 8 人、「費用

問題」6 人、「（本人が）認識できない」1 人、「病院に行くのが怖い」1 人、「病院で叫ぶ」１

人となっている。「移動手段、移動に関わる事項」、「経費の問題」が大きな問題となっている

のが分かる。「困難なし」とした 6 人の中にも、母が連れていくケースが 2 人、兄のケースが１

人含まれており、病院への「移動」を困難と捉えるにせよ、そうでないにせよ、「移動」の問題

が存在していることが分かる ５１。「費用の問題」への対処では、「隣近所に借りる」2 例、「高

利貸しに借りる」１例が確認された。前者では 4 人で仲間を作って対処しているという例が見ら

れ、インフォーマルな組織の形成によって「費用の問題」に対処している人の存在が確認された。

後者については利子率が月 20％という高利貸しから借り入れを行った家族を確認した ５２

 罹病時によく見られる対応の形は、軽度の際には家族が薬を買いに行き、重度の際には社の診

療所もしくは県の病院に行くというものである。こうしたケースは確認できただけで 6 例あった。

調査対象者の意識の中に、症状の重さごとの対応パターンが存在すること、薬局が一定の役割を

果たしていることが分かる。また、医療専門家に診てもらうケースの中には、東方医療

。 

５３を受診

している人もいる。身体に重度の障害を持つ 30 歳の女性 ５４が、筆者の訪問の一週間前から東方

医による訪問治療の受診を開始していた。「通院しない」というケースも 2 例あり、15 歳の寝た

きりの少年の母親からは、同少年の心身の状況改善に対する諦念が感じられた。体調が悪化して

も薬も飲ませないとのことであった。両手、両足に障害を持つ 2 歳の女児 ５５

 

の母親は、「引け目

を感じるから社の診療所には行かない」と、その理由を説明している。 
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 (e)家で過ごしている際の困難の有無と対処法 

 調査対象者が最も長い時間を過ごすのが自宅である。したがって、自宅の生活環境は、調査対

象者の日々の暮らしに極めて大きな影響を与える。この設問については、「困難あり」12 人、「困

難なし」3 人となった。「困難あり」とした人の数が、これまで見た(a)～(d)の設問に対する応答

と比べて最も多いことは注目される。困難の種類（複数回答）については、「情報伝達」7 人、

「移動手段」6 人、「個人の衛生」6 人、「ケア」3 人、「病気」1 人、「交流」1 人、「部屋に

留めおくこと」1 人、「すべて」1 人、となっている。 

「困難あり」とした 12 人における、これらの諸困難への対処法については（複数回答）、親が

対処 9 人（内訳は母 4 人、父 2 人、両親 3 人）、祖母が対処 1 人、自ら対処 1 人 ５６となっている ５７。

しかし、「困難なし」とした 3 人のうち 2 人の調査対象者についても、「家族（母もしくは両親）」

が状況に対処していることが確認されていることから ５８

家外の用事の際よりも、自宅で過ごす時の方が「困難」を感じるケースが多いということは、

調査対象者が日々を主として自宅で過ごしていることと関係があると考えられる。調査対象者の

ほとんどは、自宅で過ごす際の困難への対処に際し、「家族」、中でも親の支援を受けていた。

これらのことは、家族への配慮も含めた、自宅の生活環境の改善と整備に向けた支援が準備され、

十全に実施されることの重要性を示している。 

、総合すると調査対象者 15 人のうち 12

人が家族の支援を受けて状況に対処している。この家族の具体的な内訳は、母 5 人、父 2 人、両

親 4 人、母方祖母 1 人であり、親（中でも母親）が中心的な役割を果たしていることが分かる。 

  

②制度環境 

 次に、政府（国家)による扶助制度に対する調査対象者の認識の有無と、それを知り得たルート

について考察する。具体的には、(a)枯葉剤被災者扶助制度、(b)傷病兵扶助制度、(c)障害者扶助制

度、(d)医療・保健情報、である。扶助制度についての調査対象者の認識については、上記(a)知っ

ている 7 人、知らない 8 人、(b)知っている 6 人、知らない 9 人、(c)知っている 3 人、知らない 12

人、(d)知っている 8 人、知らない 7 人、となっている。医療・保健情報以外のすべての扶助制度

について、「知らない」人が「知っている」人の数を上回っているのが分かる。「知っている」

人の方が多い医療・保健情報のケースについても「知らない」人との差は１人である。したがっ

て、今回の調査対象者における政府(国家)の扶助制度に対する認識は、高いと評価することはでき

ない。今回の調査では政府の扶助制度を受給している人が調査対象者 15人中 5人に止まっている。

政府（国家）の扶助制度に対する認識、言葉を変えれば情報の普及度が低位にあることが、扶助

制度の受給率の低さの要因のひとつになっている可能性もある。 

 制度について知り得たルートについて見る（表 14 参照）。全体を見た時に、知り得たルートの

中で最も多いのは、人民委員会で 7 ケースである ５９

 先に今回の調査対象者における扶助制度に対する認識が低位にあることを指摘したが、「3 年

前に制度

。テレビ、ラジオ、新聞・雑誌、隣近所が後

に続く。ベトナムではまだ民間の報道機関は存在を認められていない。そのため、テレビ、ラジ

オ、新聞・雑誌は公的サイドに位置すると考えることができる。公的機関が扶助制度に関わる情

報の伝達・普及において、中心的な役割を果たしていることが分かる。 

６０を受給するために書類を作成、申請したが未だ受給できていない」という人もいた。
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手続きの速やかな進行、財源的裏付けなどの円滑な制度運営のための基本的な諸条件の未整備に

対する認識が、政府（国家）機関の担当者をして、積極的な情報の伝達、普及を行い得ない背景

のひとつになっている可能性がある。扶助制度に対する住民の認識が高まったとしても、要求に

速やかに応え得る条件が整っていなければ、人々の制度に対する認識の向上は、当該担当機関、

担当者にとって負担になるだけだからである。 

 

③経済環境 

経済環境については、１人当り収入と、家族当り収入の 2 つの観点から考察する。 

まず 1 人当り収入については、調査時点で収入がある人は、調査対象者 15 人のうち 6 人であっ

た（表 15 参照）。この 6 人の収入分布は、2 つに分かれており、1～30 万ドンに 4 人、61～80 万

ドンに 2 人となっている。後者の 2 人は、枯葉剤被災者扶助制度を受給している ６１。他方、仕事

により収入を得ている人は、25 歳の女性１人であり、母親と手工芸に従事して１カ月 10 万ドン

の収入を得ていた ６２

政府からの扶助金を受給中の 5 人の収入において扶助金が占める割合は、１人が 68.4%、残る 4

人は 100％であった(表 16 参照)。枯葉剤被災者の心身の状況は、仕事に従事する上で有利といえ

ず、扶助金に収入を頼るしかない状況が多いことが背景にあると考えられる。調査対象者自身が

調査対象者の平均的生活に必要だと考える１カ月当り平均収入を集計すると約 80 万～81 万 7857

ドンであったのに対し

。 

６３、実際の１カ月当り平均収入は約 14 万 1244 ドンに過ぎなかった。それ

ぞれの調査対象者が平均的生活に必要だと考える１カ月当り収入を上回るケースも確認できなか

った。収入がない調査対象者が 9 人と、過半数を超えることから、今回の調査対象者においては、

様々な局面におけるケアだけでなく、経済的側面でも家族が被災者を支えている度合いが高いと

考えられる。これに関連して、調査対象者の収入が家族収入に占める割合を見てみると、最も同

比率が高いケースで約 32.7%で、0%のケースが 9 人を数える ６４

 次に家族当り収入について見る。調査対象者家族の１カ月当り収入の分布をまとめたのが表 18

である。最も多いのが 151～200 万ドンの範囲で、5 戸が該当する。家族単位で見た際にも収入が

ない家族が 1 つ存在する

（表 17 参照）。経済的側面にお

いても家族への依存度が極めて高いことが分かる。 

６５。また、それぞれの家族が当該家族の平均的な生活に必要だと考える

１カ月当り収入に、実収入が達している家族が 5 戸、達していない家族は 9 戸、残る 1 戸は当該

額の検討がつかないとの応答であった ６６。家族単位の平均的生活に必要な１カ月当り収入額は、

平均 265 万ドン～279 万 2857 ドンであるのに対し、平均実収入は 217 万 3231 ドン～240 万 1802

ドンであり、平均的生活に必要な収入額に実収入が追いついていないことが分かる ６７

それでは、収入が生活を支えるために十分でない場合、どのようにこれらの家族は対処してい

るのか。それをまとめたのが表 19 である。対処法を「私的」領域と「公的」領域とに分け、前者

についてはさらに「つながり」、「ビジネス」、「個人」、後者については「政治社会組織」と

「銀行」に整理している。この表を見ると明らかなように、調査対象者は「公的」主体よりも、

私的主体に依拠して状況に対処しているケースが多い。中でも人的「つながり」に依拠して対処

するというケースが最も多くなっている。私的なネットワークの持つ生活保障に対する影響力の

大きさがうかがわれる。公的組織とのやりとりには書類の準備など煩雑な手続きが必要であり、

。 
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担当職員との行き来も必要となる。そうした敷居の高さがこうした結果の要因のひとつになって

いると考えられる。 

 

④居住地域の環境 

 自身が居住する社の生活環境については、調査対象者全員が肯定的な評価をしている。「安心」、

「何ら問題ない」「普通」などの応答がある中で、「安心」との応答が 10 ケースとなった。しか

し、心配事がないということではない。基本的に「安心」としながらも、「出費が心配」、「家

族が関わるアパート経営に絡む問題を憂慮している」などの声も聞かれている。他方、「差別を

感じたことがあるかどうか」について尋ねたところ、「ある」が 6 ケース、「なし」8 ケース、

残る 1 ケースは「普通」との応答であった。差別の種類は言葉による愚弄、関わりを余り持とう

としない、調査対象者を恐れるなどが挙げられている。対処の仕方としては（複数回答）、「我

慢する」4 ケース、「（調査対象者を）外に出さないようにする」3 ケース、「叩く」1 ケース、

「怒る」1 ケースとなっている。「我慢する」、「接触を避ける」といった形が多いことが分か

る。居住する社の生活環境は概ね「安心」であるが、日常的には差別的な経験をすることもある。

そうした時には我慢してやり過ごす、というような状況が浮かび上がる。 
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 おわりに―課題と提言―  

 

枯葉剤散布に至る歴史的流れを概観し、第２節２(１)生年月日など一般的事項、第２節２(２)枯

葉剤被災者支援にかかわる事項、第２節２(３)調査対象者の生活と外部環境とのかかわりについて、

以上 3 つの事項について、考察してきた。 

 第２節２(１）では、今回の調査対象者の特徴は戦争参加者がおらず、大半がベトナム戦争終了

後に生まれた人たちであることを確認した。枯葉剤が散布された土地での生活が原因かもしれな

いとする人も 1 人いたが、すべての人が間接被災者である可能性が高いと考えられる。心身の状

況は重複障害の人がほとんどである。このうち第 3 世代の可能性がある人も 5 人いる。そして、

家族構成員数は平均で約 3.3 人であり、少人数の家族で調査対象者のケア、生活を支えている状

況にあった。調査対象者の大半は自身で応答し得る状況にはなく、応答者のほとんどが親を中心

とする家族であったことも、それを示している。心配事項のトップは「将来」であり、「経済」、

「ケア」の問題も多く憂慮されている。これら家族のほとんどが何らかの「支援」を求めている。

この状況は、政府（中央政府、地方政府）に対する要求件数の多さにも表れている。その一方、

社会（親類、隣近所）に対して何かを要求するケースは少ない。 

 続く第２節２(２)では、政府の枯葉剤被災者扶助制度の受給者は 2 人、修正政府議定 67 の受給

者は 3 人と、調査対象者における心身の状況に付随しての政府扶助制度受給者は調査対象者の 3

分の 1 にとどまることが確認された。戦時中南ベトナム政府軍に参加した人とその子どもは、革

命功労者法令に盛り込まれた枯葉剤被災者扶助制度の対象とならない。今回の修正政府議定 67 制

度の受給者には、そうした人たちが 2 人含まれる。各支援主体の役割について、政府（国家）を

含む 4 つの主体の役割において、「訪問」が最多を占め、他方で家族の役割が「ケア」に集中し

たことから示唆されるように、調査対象者とその家族は、家族以外の主体による支援（政府＜国

家＞による支援さえも）が、それほど現在の生活に浸透していないと認識していると考えられる。 

次に、第２節２(３)では、調査対象者とその生活を取り巻く環境とのかかわりについて、①日常

生活、②制度環境、③経済環境、④居住地域の環境、という観点から考察した。①日常生活に関

しては、自宅で過ごす時に「困難あり」との応答が最も多かった。そして、家族がケアを行い、

状況に対処しているケースが多くを占めている。人民委員会や病院に行く際にも、家族の果たし

ている役割は大きい。②制度環境については、医療・保険情報以外の扶助制度を除き、「知らな

い」とする人が「知っている」人よりも数的に上回った。この点は、政府の扶助制度受給者数が

調査対象者の 3 分の 1 にとどまっていることと、軌を一にしている。③経済環境については、個

人レベル、家族レベルともに当該者が平均的と考える収入よりも低い収入レベルにあった。また、

調査対象者自身の収入がある人は 6 人と、収入がある人は過半に満たない。収入がある人のうち

5 人は政府からの扶助金を得ており、さらにうち 4 人は、政府からの扶助金のみが収入源となっ

ている。枯葉剤被災者個人の収入が政府（国家）の扶助金に依存する度合いの高さを示すととも

に、政府（国家）扶助金が得られない場合には、家族が経済的側面でも多くを担う形となるのが

分かる。資金が不足した際に最も多くあてにされているのは「私的」領域のつながりであった。

先の収入に関わる考察結果とも合わせて考えると、今回の調査対象者の生活においては政府（国

家）のプレゼンスがさほど大きくないと見ることができる。政府（国家）の役割について「訪問」
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との応答が最多数を占めたことが示唆する意味は小さくない。最後に、④居住地域の環境につい

ては、概ね社（農村部の末端行政単位）における生活を安心ととらえつつも、時には差別的な経

験もする、という状況が見て取れる。 

最後に少しだけまとめておきたい。考察対象者すべてが政府（国家）の扶助制度受給者であっ

た寺本[2012]では、被災者の生活を支える中心的な主体として政府（国家）と家族が確認され、政

府（国家）は扶助金、医療保険証の「支給」など物的な側面の整備において、そして家族は、被

災者に対するケアにおいて中心的に機能し、役割を果たすという「役割の分担」が見られた。し

かし、扶助金など政府からの扶助制度受給者が全体の 3 分の 1 にとどまる（枯葉剤被災者扶助制

度受給者は 2 人のみ）本稿考察対象者の生活においては、同居家族を中心とする「私的」サイド

の役割と機能がより大きくならざるを得ないことが、本稿では確認された ６８

政府（国家）による枯葉剤被災者扶助制度のさらなる普及と受給対象者の幅の拡充に努めると

ともに、自立可能な枯葉剤被災者には自立に向けた支援を強化し、状況的に自立が困難な人に対

しては生活支援を継続、強化する。そして、枯葉剤被災者本人だけでなく、デイサービスの整備、

普及など、被災者の日常生活を支える被災者家族に対するケアを視野に入れた施策の整備、実行

が求められていると考えられる。 

。平均 3.3 人という

構成員数で被災者家族がケアだけでなく、経済的条件を含めた物的な側面を支えることは容易で

ない。それをカバーする国内外の支援主体の活動、そうした活動と枯葉剤被災者をつなぐベトナ

ム枯葉剤/ダイオキシン被災者の会の活動も、持続性という観点からみると、脆弱な側面を持つこ

とも分かった。 

 

〔付記〕 

本稿の調査にご協力、ご助力いただいた枯葉剤被災者の方々とそのご家族、ベトナム関係機関

の皆様に記して感謝申し上げる。本稿がささやかな返礼となれば幸いである。 

 
                                                

１ これには諸説ある。たとえば米国の研究者は、直接、間接に被災した人は 200 万人から 400 万人と

推定している[元 2007,4]。 
２ 本項は、石井監修、桜井・桃木[1999]、古田［1996］、Sagar[1991]に依拠してまとめたものである。 
３ 1941 年５月 10～19 日にカオバン省のパクボで開かれたインドシナ共産党第１期第８回総会で創設

が形成された、フランスと日本による植民地支配からの独立を目的とする民族戦線（古田［1996:102-108］
参照）。 
４ インド軍も参加しているが、イギリス軍の責任に基づく行動であることから、インド軍と記すこと

は避ける。 
５ 本項は、石井監修、桜井・桃木[1999]、Sagar[1991]、小倉［1992］に依拠してまとめたものである。 
６ その後、同年６月 25 日には北朝鮮が北緯 38 度線を越えて韓国への侵攻を開始するにおよび、この

流れは戻ることのないものとなる。 
７ この項は主に石井監修、桜井・桃木[1999]、桜井［1989］、桜井・石澤［1977］、中野・遠藤・小高・

玉置・増原［2010］に依拠してまとめたものである。 
８ 1956 年、ベトナム共和国では大土地所有制限が行われ、100ha を超す土地が収用された。これによ

り、小作農の３分の１、20 万戸の自作農が創設されたが、分配代金は政府に年賦返還しなければなら

なかった(桜井［1989：133］)。 
９ 「第二次世界大戦の時期に、アメリカ軍は政府の資金で日本の水稲や農作物を破壊するための化学

剤研究」を実施していた（ミー・ドアン・タカサキ（内田訳）[2005：208]）。なお、ミー・ドアン・タ
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カサキ（内田訳）[2005：208]は、イギリス軍が農作物を枯らすために、マレーシアで化学剤を用いた

ことにも言及している。 
１０ 1961 年 8 月 10 日から 1962 年 2 月 3 日まで 18 回のテストが行われている。ランチハンド作戦初の

枯葉剤散布飛行は、1962 年１月 12 日に行われた(Young［2009:65］)。 
１１ Tong Cuc Thong Ke[2011:56]によれば、調査年の 2010 年における同市の面積は 2095.5k ㎡。 
１２ 戦争中に枯葉剤を浴びたアメリカ兵、韓国兵など、外国人兵士とその家族についても同様であるこ

とは忘れられるべきではない。 
１３ クーチーに位置する「鉄の三角地帯（Tam giac sat）」とも呼称される地域は、アメリカ軍・南ベト

ナム政府軍により 1967 年１月に展開された“Cedar Falls”と言われる大規模な軍事作戦(Ho Si Thanh 
[2007:14-16])の対象となるなど、激しい攻撃にさらされた。 
１４クーチー県ベトナム枯葉剤/ダイオキシン被災者の会は、2010 年８月６日に同県の赤十字から離れて

事務所を開設したばかりであった。なお、予算制約上、本調査は自費で実施した。 
１５ベトナム研究機関の CＴさん、クーチー県ベトナム枯葉剤/ダイオキシン被災者の会の L さん、各社

の担当者の皆様に対し、記して感謝申し上げる。 また、ホーチミン市ベトナム枯葉剤/ダイオキシン被

災者の会の N さんも部分的に調査に同行した。 
１６ この年齢は０歳を含む日本式の年齢の数え方による。ベトナムでは時々見られるが、最年長の 1971
年生まれの男性は生まれた月と日については、覚えていなかった。 
１７ この方は両親がともに死去されていた。 
１８ この時のお話では 18 歳以上は通学不可となるとのことだった。 
１９ ご家族の話しによれば、小学校で教える教師を育成する学校とのことであった。しかし、当該女性

は神経を病んでおり、調査時点で無職であった。 
２０ 最後の「受け入れてもらえない」との応答については、14 歳の知的な障害がある少女の母親から

の応答である。具体的には「非障害者が通学する学校に受け入れてもらえない」ということであった。

障害者学校については、通学を恐れるとのことだった。 
２１ 見せていただいたが、筒状の中の空いた部品にヒモを通す作業。 
２２ 理由を述べなかった人の中には黙って涙されていた方もいた。 
２３ 日々の生活で孤立感、孤独を感じていれば、わずかな訪問でも救いとなるにちがいない。 
２４ 「１人でいるのが好きだから」としたこの男性の心情を理解する必要があると思われる。 
２５ その他の地域で行った障害者の生活調査でも基本的に同様の傾向が見られる。 
２６ 簡略化して概要を示せば、2005 年に制定された革命功労者優遇法令に基づく制度。ベトナム戦争

に参加して枯葉剤に被災した北ベトナム側の人とその子どもが対象。同法令に記された文言上では、

扶助金、医療保険、資金貸し出し、子どもの教育支援、政策対象者の埋葬費支援、健康・労働機能の

回復ケア、補助具の支給、子どもの雇用創出、土地供与・貸し出し、水回り整備、税の減免、労働義

務の減免、住居改修支援といった支援項目が盛り込まれている。 
２７政府議定 67 とは高齢者、障害者、障害児、精神疾患者、HIV 感染者、孤児扶養者、貧困者といっ

た社会扶助対象者に対する扶助金政策を定めた政府文書であり、2010年 2月 27日に同議定を修正、補

充するための政府議定 13(Nghi Dinh Cua Chinh Phu So13 ve bo sung mot so dieu cua Nghi Dinh Chinh 
Phu So67 ngay 13/4/2007 ve chinh sach tro giup cac doi tuong bao tro xa hoi)が出され、たとえば貧困戸に属

する障害者しか対象とならないとされていた障害者の制度受給の条件から「貧困戸であること」とす

る条件が除去されるなど、受給対象者拡大の方向で修正、補充がなされている。 
２８ 枯葉洗剤被災者扶助制度については寺本［2012］でまとめている。 
２９ ベトナムにおいて、政治社会組織、社会組織の属性を断定的に述べることは一定の困難がつきまと

う。例えば、ベトナム祖国戦線などの政治社会組織は明らかにベトナム共産党の影響下にあるが、そ

れを党の機関と断定的に位置付けることで、同組織の持つそれ以外の特性、存在意義が見えなくなっ

てしまう側面がある。 
３０ 第 3 世代については、枯葉剤被災者として認定する制度はまだない。しかし、公的な議論の俎上に

は上がっている。しかし、管見の限りではそれ以上の世代にまたがる被災については、公的な議論の

俎上にまだ上がっていない。 
３１ 枯葉剤被災者扶助制度に基づく被災者については、それぞれ月額 43 万 2000 ドン、77 万ドンを受

給している。これらは、革命功労者優遇法令の執行のために 2010 年 4 月 6 日に出された政府議定 35
における、間接被災者（第 2 世代）で奇形、障害により自力で生活する能力が減退した者、間接被災
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者（第 2 世代）で奇形、障害により自力での生活不可の者に対する扶助額に該当する。他方、修正政

府議定 67 制度に基づく扶助額については、月額で、年齢が 18 カ月以下の重度障害者については 27 万

ドン、労働能力を持たない重度障害者については 18 万ドン、自助能力を持たない重度障害者について

は 36 万ドンと定められている。今回、2 歳の女の子については、母親から月当り受給額 30 万ドンとの

応答を得ている。他 2 ケースの応答は月額 15 万ドン+40 万ドンで月額にすると平均 18 万 3333 ドンと

なっており、概ね修正政府議定 67 制度に定められた金額と合致している。 
３２ 後者については、修正政府議定 67 対象者 3 人のうち、1 人は１歳であり、6 歳未満に対する医療保

険証授与の対象となっているためと考えられる。なお、修正政府議定 67 の対象となる貧困者について

は、「16 歳未満の子どもを養っている貧困戸に属する独り身の人。子どもが文化、職業技術を学びに行

っている場合は 18 歳未満まで」という条件が定められている。 
３３ 調査対象者からの応答に即して記している。 
３４ 家は新たに修築中であり、家の裏に新しいお墓が作られていた。同少年は誕生時に 10 年生きられ

ないと医者から診断されていたとのことだった。 
３５ ここで資金借入を行っているケースにおいて、クーチー県ベトナム枯葉剤/ダイオキシン被災者の

会に被災者として登録されているご本人は、心身の条件などの制限を伴うために、資金借入、もしく

は借入手続の直接の当事者とはなっていない。 
３６ 応答によれば、貧困戸制度に基づくとのことであった。 
３７ クーチーの障害者学校に通学中であった 10 歳の難聴などの障害を持つ少年の家族は、調査時点で

ベトナム枯葉剤/ダイオキシン被災者の会から販売用のウサギ飼育(chan nuoi)のために資金の借り入れ

手続きをしている最中であった。 
３８ クーチーの障害者学校に通学中であった 10 歳の難聴などの障害を持つ少年とその家族は「学費の

問題」があり、両親は質問に対して「解決のために努力している」とだけ述べていたが、2002～2008
年は自力で学費を納め、2009 年以降はベトナム枯葉剤/ダイオキシン被災者の会からの学費支援を受け

ていることが分かっている。 
３９ ここでは考察の対象から外れるが、枯葉剤/ダイオキシン被災者の会から支援を受けている調査対

象者の両親は「かなりよくなった」と評価していた。 
４０ 先の注で記した説明を以下再度記す。枯葉剤被災者扶助制度に基づく被災者については、枯葉剤被

災者扶助制度に基づく被災者については、それぞれ月額 43 万 2000 ドン、77 万ドンを受給している。

これらは、革命功労者優遇法令の執行のために 2010 年 4 月 6 日に出された政府議定 35 における、間

接被災者（第 2 世代）で奇形、障害により自力で生活する能力が減退した者、間接被災者（第 2 世代）

で奇形、障害により自力での生活不可の者に対する扶助額に該当する。他方、修正政府議定 67 制度に

基づく扶助額については、月額で、年齢が 18 カ月以下の重度障害者については 27 万ドン、労働能力

を持たない重度障害者については 18 万ドン、自助能力を持たない重度障害者については 36 万ドンと

定められている。今回、2 歳の女の子については、母親から月当り受給額 30 万ドンとの応答を得てい

る。他２ケースの応答は月額 15 万ドン+40 万ドンで月額にすると平均 18 万 3333 ドンとなっており、

概ね修正政府議定 67 制度に定められた金額と合致している。 
４１ このことは、扶助額が少ないということも原因であるかもしれない。しかし、一人で過ごすことの

多い同男性の排泄に対する考慮から、空腹の状態に置かれていたのではないかとも推察される。同家

ではベッドは家の入口近くに置かれ、トイレは家の奥隅に配置されていた。同男性はほぼ寝たきりの

状態であり、ベッドをおりて床をはってトイレに行くだけでも相当な労力を要すると拝察された。 
４２ この残る１人の方は寝たきりの 30 代後半の男性であり、応答するだけでもかなり苦しい状況であ

ることが察せられたため、しつこく質問することは避けた。 
４３ 本稿では聞き取りにしたがってまとめている。赤十字や枯葉剤／ダイオキシン被災者の会の持つ、

国内外組織、国内外個人からの支援の媒介機能に対する認識の有無により、応答内容は変化すると考

えられる。今回の調査では、こうした点まで精査し得ていない。 
４４ この牛を育て、将来的に売却することで利益が得られるようにする。 
４５ テト(旧正月)の訪問、寄贈、物価抑制策などのニュースは、そうした時期が来ると毎年ベトナム紙

の紙面に掲載される恒例のニュースとなっている。 
４６ 本稿の調査対象者はすべて「社」（農村部に位置する末端行政単位）の住民である。 
４７ 「困難なし」との応答を得、背景が未確認のケースは３ケース。 
４８ 応答に従えば、18 歳以上は同学校への通学が認められていない。 
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４９ 2002～2008 年まで自力で支払ったとのことであった。 
５０ 長さ数センチの空洞上の部品にひもを通す作業。フルタイムの作業ということではなく、空いた

時間に取り組むというようなイメージが妥当だと思われる。 
５１ 手段としては、バイク、バイクタクシー（セーオム）、バイクを借りる、もしくはバスで行くとい

う人が確認された。 
５２ 調査対象者の姉の結婚費用を調達するために、母親が闇金融から月当り利子率 13%でお金を借りて

いるケースも今回確認された。 
５３ Trung Tam Tu Dien Hoc［2009］によれば、「東方諸国の古典医学」とある。筆者が東方医の看板を

掲げた場で直接見聞した範囲では、薬草などの調合・処方により治療を行う。ベトナムの農村で調査

をしていると、この草はどういう症状に効能があるなどの説明をよくいただく。こうした下地がもと

もとベトナムにはある。 
５４ 筆者の訪問時に同女性はタイルばりの床の上に寝た状態で過ごしていた。意志の表示はできるが、

自力で起き上がることは困難な状態であった。 
５５ 同女児は両腕の肘から先、両脚の膝から先が欠損している状態にあった。 
５６ これは寝たきりの 39 歳の男性のケースで、両親は既に亡くなり、兄 2 人、妹 1 人と暮らしている。

日中、兄と妹は仕事があるため、自身で対処しなければならない。移動、情報伝達、トイレなどの問

題に対し、「我慢」と「自力」で対処している。なお、もう 1 例については確認できなかった。 
５７ 知的障害の疑いがある、14 歳の少女のケースについて、「困難あり」との応答を得た際、その困難

への対処法をうかがうのを忘れてしまった。しかし、母、兄のケア、働きにより、状況に対処してい

ることは確認できている。この少女を含めれば、13 人が「家族のケア」により状況に対処しているこ

とが分かる。 
５８残る 1 人は、師範中学を卒業した 28 歳の女性で、精神の安定のための薬を毎日服用しているが、自

宅での日常生活に支障はない。 
５９ 社（行政の末端単位）の人民委員会。 
６０ 政府議定 67 の受給のために書類を作成した。 
６１ このうち１人は、枯葉剤/ダイオキシン被災者の会を通して、マットレスを製造する国内企業から

さらに 1 カ月 20 万ドンの支給を受けていた。 
６２ 中をくりぬいた小さな部品にヒモ状のものを通す作業。30 歳の男性も同作業に従事しており、一

緒に働くおばとともに１カ月 50 万ドンの収入になるとのことであった。しかし、同男性自身の収入に

ついてはゼロとの応答であった。 
６３当該地における調査対象者の生活を最もよく知っているのは調査対象者もしくはその家族自身であ

るとの考えに基づき、この点について調査対象者に聞いている。ここで挙げた平均値は、１人当りの

平均的生活に必要な金額が「分からない」とした１人を除く 14 人が分母である。 
６４ 障害者の収入はあるが、家族収入額が分からない 2 戸は除いている。 
６５ 隣近所からの借り入れ、2 人の娘からの支援により家計を賄っているとのことだった。 
６６ 当該地における当該家族の生活を最もよく知っているのは、当該家族自身であるとの考えに基づい

て聞いている。 
６７ 家族当りの平均的生活に必要な 1 カ月当り収入について、「分からない」とした１戸を除く 14 戸

を対象に平均を出している。実収入についても同様。 
６８ しかし、社会（隣近所、親類）は、訪問・交流などの機能、役割を持つものの、何か支援を恒常的

な形で要求することが可能な主体としては認識されていない。この点については、寺本[2012]と本稿の

分析結果は基本的に同じ方向を示している。 
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表 1 枯葉剤散布地域と散布地居住人口 

面積（ｋ㎡) 人口(人) 

名称 総面積 散布地域面積 総人口 
散布地域居住人口

（推定） 

ホーチミン 2,029 530 3,419,978 72,000
※クアンビン、クアンチ、

トゥアティエンフエ 
18,340 3,678 1,901,713 146,000

クアンナム、ダナン 11,989 2,639 1,529,520 103,000
※クアンガイ、ビンディ

ン 
11,900 2,049 2,095,354 179,000

ザーライ、コントゥム 25,536 3,301 595,906 42,000
ダックラック 19,800 727 490,918 62,000
※フーイエン、カインホ

ア 
9,804 1,638 188,637 94,000

ラムドン 9,933 720 396,637 52,000
※ニントゥアン、ビント

ゥアン 
11,374 1,918 938,255 88,000

※ビンズオン、ビンフゥ

ォック 
9,899 4,217 659,093 152,000

タイニン 4,030 1,480 684,006 97,000
ドンナイ 7,578 3,773 1,304,799 300,000
ロンアン 4,355 582 957,264 91,000
ティエンザン 2,377 158 1,264,498 49,000
ベンチェ 2,255 444 1,041,838 189,000
ドンタップ 3,393 100 1,182,787 25,000
アンザン 3,493 11 1,532,262 3,000
キエンザン 6,358 298 994,673 35,000
※カントー、ソクチャン 6,126 270 2,232,891 57,000
※ヴィンロン、チャーヴ

ィン 
3,854 306 1,504,215 10,000

※バクリュウ、カマウ 7,697 1,126 1,219,595 104,000
バリアヴンタウ 249 36 91,610 9,000
（出所）2010年 12月 6日にホーチミン市枯葉剤/ダイオキシン被災者の会におけるインタビュー時に

入手した資料に基づき筆者作成。 
（注）原資料に旧名で記されている際（※の地方）には、その後に括弧つきで記された現在の地名を

記している。 
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表 2 1961～1972 年にベトナムで使用された戦術的枯葉剤の推定使用量 

名称 成分 ドラム数 ※(1) 量（リットル） 散布時期(年）

グリーン※(2) 
2,4,5-T（トリクロロフェノキ
シ酢酸） 

363 ※(3) 75,920 1962 

ピンク  ※(2) 
2,4,5-T（トリクロロフェノキ
シ酢酸） 

1,315 273,520 1961-1963 

パープル 

2,4-D(ジクロロフェノキシ酢
酸)；2,4,5-T（トリクロロフ
ェノキシ酢酸） 

12,475 2,594,800 1962-1965 

ブルー カコジル酸 29,330 6,100,640 1966-1972 

ホワイト 
2,4-D(ジクロロフェノキシ酢
酸)；ピクロラム 

104,800 21,798,400 1966-1972 

オレンジ※(2) 

2,4-D(ジクロロフェノキシ酢
酸)；2,4,5-T（トリクロロフ
ェノキシ酢酸） 

208,330 43,332,640 1965-1970 

計   356,615 74,175,920 

（出所）Alvin L.Young[2009:5]. 
（注）※1 US Defense Supply Agency and Air Force Logistics Command records (Craig1975;Young 2006)、

2008年 3月現在のデータ。 
※2 これらの戦術的枯葉剤は 2,4,5-Tとその関連汚染物質でダイオキシンの中で最も毒性の高 
い 2,3,7,8-TCDD(テトラクロロジベンゾ-P-ジオキシン）が含まれる。ピンク剤はタイで 1964年に
テスト使用されたが、活用可能なデータは南ベトナムにおける最後のピンク剤ミッションは 1963
年であったことを示唆している。Daily Air Activityはしばしばパープル剤とピンク剤を取り間違
えた。 
※3 ベトナムに送られた枯葉剤ドラムは、18-ゲージ鋼で作られ、208リットルあるいは 55ガ 
ロンの内容物が入れられ、薄められた状態でなく、濃縮された形で適用された。 

 
表 3 生年の分布 表 4 家族構成員数と世代状況 

分布範囲(年) 該当数(人) 家族構成員数（人） 該当戸数 

1971～1975 1 1 0
1976～1980 3 2 1
1981～1985 3 3 9
1986～1990 0 4 4
1991～1995 4 5 1
1996～2000 2 家族世代数（戸） 該当戸数 

2001～2005 1 1 1
2006～2010 1 2 13※

（出所）調査結果に基づき筆者作成。 3 1
（出所）調査結果に基づき筆者作成。 

   
（注）※両親が亡くなっているケース 

1例を含む。 
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表 5 枯葉剤被災の経緯 表 6 枯葉剤被災による 

被災の経緯 該当数（人） 心身への影響 

直接 0 障害の種類 該当者（人） 

直接の可能性 1 肢体 10 

間接 

第 2世代 8 視覚 4 

第 2 世代の可能性 2 聴覚 5 

第3世代（可能性含む） 5 言語 10 

分からない 1 知的 10 

(出所)調査結果に基づき筆者作成。 精神・神経 13 

重複 12 

(出所)調査結果に基づき筆者作成。 

表 7 今後望んでいること 表 8 最も心配していること 

項目 該当数（人） 項目 該当数(人） 

お金に関わる事項 11 将来 6(1) 
お金・経済支援※ 5 経済 5 

家の建設 1 ケア 5(1) 
医療・健康 3 病気・健康 3 

飲食 1 劣等感 1 
生活 2 飲食 1(1) 

養護（ケア）支援 1 心配多すぎる 1 
職業訓練 1 （出所）調査結果に基づき筆者作成。 

社会への参入 1 （注）カッコ内はご本人の応答。 

なし 3 

（出所）調査結果に基づき筆者作成。 
（注）※直接的な言及があったケース。 

 

表 9 中央政府に対する要求 表 10 地方政府に対する要求 

項目 該当数(人) 項目 該当数(人) 

お金に関わる事項 12 お金に関わる事項 9

お金・経済支援※ 8 お金・経済支援※ 5

家の修理 2 家の修理 1

ケアに関わる支援 2 ケアに関わる支援 2

医療・健康 2 医療・健康 1

飲食 1 飲食 1

養護センターへの入所 1 なし 5

なし 2 （出所）調査結果に基づき筆者作成。 

（出所）調査結果に基づき筆者作成。 （注）※直接的な言及があったケース。 

（注）※直接的な言及があったケース。 
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表 11 社会に対する要求 表 12 被災者支援策のなかで 

項目 親類(人） 隣近所 重視する領域 

訪問 2 0 領域 該当者（人） 
支援 4※ 1※※ 経済 11 
関心 1 0 医療 5 
動員 1 0 補助具 1 
ケア 0 1 すべて必要 1 
なし 9 14 対象により変化 1 
(出所)結果に基づき筆者作成。 分からない 1 
(注)※金銭への言及は 3人。 (出所）調査結果に基づき筆者作成。 

※※精神的な支援。 

表 13 各主体の役割（人） 

  経
済 

医
療 

ケ
ア 

補
助
具 

養
育 

教
育 

家
の
建
設
支
援

仲
介 

訪
問 

関
心
・
気
持
ち

動
員 

情
報
普
及 

寄
贈 

遊
び 

国 5 5   3   1     8 1     3  

家族 3 1 12   2                  

隣近所 1               10 1 1   1  

親戚 3     1         8 2 2   1  

友人                 1         2

ベトナム枯葉剤/ダイオ
キシン被災者の会 

4 2   2   1 1 1 8     1 5  

（出所）調査結果に基づき筆者作成。 
（注）網掛け部分は各主体のなかで一番該当数が多いケース。斜体はそれぞれの主体の中で最も多い

ケース。空欄は該当応答なしの意。ここではゼロと書き込むのを避けている。 
 
 
表 14 扶助制度について知り得た情報源（人） 

  

人
民
委
員
会 

村
の
集
ま
り 

病
院 

赤
十
字 

退
役
兵
士
の
会

新
聞
・
雑
誌 

本 

テ
レ
ビ 

ラ
ジ
オ 

家
族 

隣
近
所 

友
人 

枯葉剤被災者扶助制度 2 0 0 1 1 2 1 2 0 0 1 1

傷病兵扶助制度 1 1 0 0 0 0 0 1 3 1 0 0

障害者扶助制度 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

医療・保健情報 3 0 2 0 0 1 0 1 1 0 2 0

合計 7 1 2 1 1 3 1 5 4 1 3 2

（出所）調査結果に基づき筆者作成。 
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表 15 被災者個人の収入分布 表 16 被災者収入に 

収入幅（万ドン） 該当者（人） 国家扶助金が占める割合 

0 9 割合幅(%) 分布数（人） 

1～10 1 0 10 

11～20 2 １～10 0 

21～30 1 11～20 0 

31～40 0 21～30 0 

41～50 0 31～40 0 

51～60 0 41～50 0 

61～70 1 51～60 0 

71～80 1 61～70 1 

(出所)調査結果に基づき筆者作成。 71～80 0 

81～90 0 

91～100 4 

(出所）調査結果に基づき筆者作成。

 
表 17 家族収入に占める 表 18 被災者家族の収入分布 

被災者収入の割合 収入幅(万ドン) 該当戸数 

割合幅(%) 分布数(人) 0 1

0 9 1～50 2

１～10 2 51～100 1

11～20 1 101～150 0

21～30 0 151～200 5

31～40 1 201～250 3

41～50 0 251～300 2

51～60 0 301～350 1

61～70 0 351～400 1

71～80 0 401～450 0

81～90 0 451～500 0

91～100 0 501～550 1

(出所）調査結果に基づき筆者作成。 551～600 1

(注）被災者収入はあるが、家族収入額が (出所）調査結果に基づき筆者作成。

  定かでない２戸を除く。 

 
表 19 家族収入が不足した際の対処の仕方 

分類 対処の方法 該当者（人）

私的 

つながり 

親類から借り入れ 6

子どもに助け求める 3

兄弟に助け求める 3

隣近所から借り入れ 6

友人から借り入れ 1

ビジネス 
闇金融から借り入れ 1

商売人から借り入れ 1

個人 我慢 2

公的 

政治社会組織 
農民会から借り入れ 1

女性連合から借り入れ 1

銀行 
農業・農村開発銀行から借り

入れ 
1

社会政策銀行から借り入れ 1
（出所）調査結果に基づき筆者作成。 


